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（３）モニタリング期間（則第６条の１６）の設定 

モニタリング期間については、市町村が、指定特定相談支援事業者の提案

を踏まえて以下の勘案事項及び期間を勘案して、個別の対象者ごとに定め

る。 

ア 勘案事項  

ａ 障害者等の心身の状況 

ｂ 障害者等の置かれている環境 

・ 地域移行等による住環境や生活環境の変化、家族の入院、死亡又は

出生等による家庭環境の変化、ライフステージ（乳幼児期から学齢期

への移行、学齢期から就労への移行等）の変化の有無 等 

ｃ 総合的な援助の方針（援助の全体目標） 

ｄ 生活全般の解決すべき課題  

ｅ 提供されるサービスの目標及び達成時期 

ｆ 提供されるサービスの種類、内容及び量 

ｇ サービスを提供する上での留意事項 

 

イ 期間                

    ａ 支給決定又は支給決定の変更によりサービスの種類、内容又は量に

著しく変動があった者  

→ １月（毎月）ごと 

（ただし、当該支給決定又は支給決定の変更に係る障害福祉サービ

スの利用開始日から起算して３月間に限る。） 

ｂ 療養介護、重度障害者等包括支援及び施設入所支援を除く障害福祉

サービスを利用する者又は地域定着支援を利用する者（いずれも aに掲

げる者を除く。）のうち次に掲げるもの     

→ １月（毎月）ごと 

(a) 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行

うことが必要である者 

(b) 単身の世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病

等のため、自ら指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行う

ことが困難である者 

(c) 重度障害者等包括支援に係る支給決定を受けることができる者 

ｃ 療養介護、重度障害者等包括支援及び施設入所支援を除く障害福祉

サービスを利用する者（a及び bに掲げる者を除く。）のうち次に掲げ

るもの 

→ ３月ごと 
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(a) 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、短期入所、就労移

行支援、 

自立訓練、就労定着支援、自立生活援助又は共同生活援助（日中サー

ビス支援 

型に限る。）を利用する者 

(b) ６５歳以上の者で介護保険におけるケアマネジメントを受けてい

ない者（（a） 

に掲げる者を除く。） 

ｄ 療養介護、重度障害者等包括支援若しくは施設入所支援を利用する

者（aに掲 

げる者及び地域移行支援を利用する者を除く。）、療養介護、重度障害者

等包括支援及び施設入所支援を除く障害福祉サービスを利用する者若

しくは地域定着支援（いずれも aから cに掲げる者を除く。）又は地域

移行支援を利用する者（aに掲げる者を除く。）  

→ ６月ごと 

※ c の(a)に該当する者のうち、就労定着支援、自立生活援助、共同

生活援助（日中サービス支援型に限る。）を除く障害福祉サービスを

利用する者及び cの（b）に該当する者については、平成 31年度から

適用する。 

※ 重度障害者等包括支援については、当該サービスの指定基準にお

いて相談支援専門員であるサービス提供責任者が当該サービスの実

施状況の把握等を行うこととされているため、原則として、支給決定

の有効期間の終期のみ継続サービス利用支援を実施。 

※ 当該期間はあくまで利用するサービス等に応じて設定した標準期

間であることを踏まえ、一律に標準期間に沿って設定するのではな

く、アセスメントにより勘案すべき事項の状況を把握した相談支援

専門員の提案等も十分に踏まえながら標準期間を設定する。 

さらに、標準期間において示した状態像以外であっても、例えば以

下のような状態像の利用者の場合、頻回なモニタリングを行うこと

で、より効果的に支援の質を高めることにつながると考えられるた

め、標準よりも短い期間で設定すべきである。 

・ 生活習慣等を改善するための集中的な支援の提供後、引き続き

一定の支援が必要である者 

・ 利用する指定障害福祉サービス事業者の頻繁な変更やそのおそ

れのある者 

 


